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研究要旨：　
　「労働安全衛生法に基づく定期健康診断」については、「有所見の基準」、「特定業務従事者健診の対象業務」、「既往歴の聴取」等について、様々な課題が存在している。それらのあり方について、あり方を検討することを目的とした３年間の研究の最終年度として、以下の結果を得た。
「所見のある者」および「医師の指示」に相当する値についてデルファイ法によるコンセンサス調査を実施した結果、GPT(AST)を除き、コンセンサス値が得られた。次に、全国労働衛生機関連合会を通じて得られた定期健康診断データを用いて、有所見率、医師の指示率等の値を求めた。その結果、高脂血症、高血糖、高血圧、貧血に関する検査の有所見率は高くなっており、我が国における有病率の高い疾患が健康管理対象としてスクリーニングされる基準が示されていると考えられた。
「特定業務従事者健診の対象業務」について、統括マネジメント研究会の参加した統括産業医を対象にインタビュー調査を実施したところ、特定業務従事者健診の実施対象となる数値基準は深夜業以外ではほとんど利用されていなかった。また、現在の特定業務従事者健診の対象業務は、深夜業など身体負荷の高い業務と、有害物取扱い業務に大きく分類し、前者の業務は、これまでと同様の健康診断を実施し、後者は特殊健康診断のみ実施した方がよいとの意見が多かった。３年間の研究結果をもとに３項目から成る項目案を作成し、日本産業衛生学会の産業医部会に所属する医師を対象にアンケート調査を実施した。その結果、それらの項目案が多くの産業医に支持された。
前年までの研究結果をもとに「既往歴の情報収集取り扱い規程作成ガイド」案を作成した。作成した案を提示し、機縁法によって集めた医師から①修正すべき箇所、②追加すべき箇所について意見を収集し、その内容を参考にガイドを完成させた。ガイドでは、既往歴という機微な個人情報を収集するという観点で、不必要な健康情報を収集せず、収集した情報も適切に取り扱う必要があることを基本とし、不必要な健康健康情報を整理した。
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A.　研究の背景と目的

日本では、労働安全衛生法に基づき、常時使用する労働者の健康状態を把握し、労働時間の短縮や作業転換等の事後措置を行うことによって、脳・心臓疾患の発症防止や生活習慣病等の増悪防止を図ることなどを目的として定期健康診断（一般健康診断）を実施することが、事業者に義務付けられている。昨今、労働力の高齢化や長時間労働への対応の必要性、特定健康診査やストレスチェック制度の開始など、労働者の健康管理を取り巻く環境が変化しており、それらに応じた見直しが図られる必要がある。

そのような状況を背景に、厚生労働省では平成28年2月から「労働安全衛生法に基づく定期健康診断のあり方検討会」を開催して検討を重ね、同年12月に報告書が取りまとめられた。その中で、労働安全衛生規則第45条に基づく特定業務従事者への健康診断の対象業務の妥当性など、今後検討すべき課題が提示された。そこで本研究では、検討会で提示された諸課題と関連して、以下の３項目について、それぞれに目標を定めて検討を行うことにした。

１．「有所見の基準」
定期健康診断の目的を前提とした“有所見”の定義の選択肢を示し、各健診項目に関してその定義にあった数値基準や所見基準のコンセンサス調査の結果を明らかにする。また、定義ごとに、コンセンサス調査の結果を基準とした場合の労働者全体（年齢・性別）に占める割合を算出する。
2． 「特定業務従事者健診の対象業務」
事例の収集および質問紙調査等で実態を明らかにする。そのうえで、特定業務従事者健診の意義、事後措置のあり方を専門家によるフォーカスグループディスカッション（FGD）を行い想定される対象業務を抽出して、対象業務についてデルファイ法によるコンセンサス調査を行って対象業務候補を提示する。また、同健診の歴史的な背景も明らかにする。その上で、「特定業務従事者健診の対象業務」について、あり方を検討する。
3． 「既往歴の聴取」
文献調査および個別事例の収集を行うとともに、労働衛生機関における既往歴の聴取状況についても確認する。そのうえで、FGDによって事業者が安全配慮義務を果たしたり、労働者の健康の保持増進を目的としたりした場合の聴取すべき既往歴（服薬歴や喫煙歴を含む）の基本的考え方を整理する。また、既往歴は機微な個人情報であることより、法的および倫理的側面からの検討を併せて行う。それらの検討の結果をもとに「既往歴の聴取」に関するガイドを作成する。
本年度は、３年計画の研究期間の中で最終年度に当たる。これまで２年間で、以下のような研究を行っている。

１．「有所見の基準」
１年目
事例収集を行った結果、労働基準監督署への報告様式にある「所見のあつた者の人数」については、健診実施者の判定が優先され、「医師の指示人数」に関しては健診実施者より産業医判断とした事例が多かった。また、概念整理として、統括産業医を対象にFGDを実施した結果、有所見のイメージとしては健診機関で異常値と判定された人や医療の継続的なフォローが必要な人、個人の正常値を外れた人という意見があったが、監督署報告は基準が示されていないことやその活用の有効性が明確ではないため、実際にはあまりこだわっていないとの実態が示された。また、「医師の指示人数」に関しては、健康診断にて要精密検査・要医療となった人数や就業制限をかけた人数、面談を実施した人数など複数の意見があった。
２年目
日本産業衛生学会産業医部会員1446名にアンケート用紙を郵送し回答を集計した結果、327名より回答が得られた。今後活用していく上で有用と考えられる「有所見」の基準に関しては、「臨床ガイドライン等に基づく基準」が132名(41%)で最多であった。また、「医師の指示」の基準に関しては、「本人が自らの健康管理のために、医療機関を受診すべき基準」が80名(25%)で最多であった。
２．「特定業務従事者健診の対象業務」
１年目
特定業務従事者健診の対象業務の実施状況について事例収集を行ったところ、特定業務従事者健康診断の実施率は業務内容により様々であった。その中で、深夜業の実施率は94.7％と高率であったが、特殊健康診断の対象にもなる業務では、特殊健康診断の実施率の方が高かった。特定業務従事者健康診断の主な実施理由は法令順守であり、業務に起因する健康障害に関する項目が含まれていないため、事後措置等では積極的には活用していないという回答もあった。
２年目
日本産業衛生学会の産業医部会会員を対象に自記式アンケート調査を実施し、322名の有効回答を分析した。その結果、特定業務従事者健診の対象業務としては、深夜業224名が最多であり、放射線・粉じん・振動・騒音・有害物取扱・有害ガス取扱業務など特殊健診が定められている対象業務では、特定業務従事者健診の実施率より特殊健診の実施率が高かった。が、重量物取り扱い業務では、特殊健診の実施率が60%と低かった。

　特定業務従事者健診のあり方を考える腕、この検診が開始された経緯や、対象業務の変遷などの情報を知ることは有益となると考え、法令や通達、関連する文献や書籍の内容を確認した。その結果、現在の特定業務従事者健康診断の対象業務は、1947年（昭和22年）の旧労働安全衛生規則第48条で定められ、各対象業務の基準は「労働基準規則第18条、女子年少者労働基準規則第13条及び労働安全衛生規則第48条の衛生上有害な業務の取扱い基準について」で示されていた。当時、専門家の間でも恕限度の定義が定まっておらず、作業環境測定の技術も発達していなかったため、当面妥当と考えられる基準値を設定していた。しかし、その後約70年間大きく変更が加えられなかった。
３．「既往歴の聴取」
１年目
既往歴の聴取のあり方に関する事例調査」を行った。既往歴として聴取している内容について、現在り患している疾病が含まれないとの回答が１件あった。また服薬歴を含んでいるとの回答は約7割の回答者にとどまった。既往歴の調査内容・方法は、健診を実施する機関に依存している状況であった。一方、「健康診断機関の問診票の実状」を先行研究で収集された64種類の問診票の集計結果を参考に調査した。その結果、内容は問診票によって大きく異なっていた。また、既往歴の考え方にも多様性を認めた。服薬歴については、特定健康診査の標準的質問票に含まれる項目に限定されていた。
２年目
日本産業衛生学会の産業医部会会員を対象に自記式アンケート調査を実施した。その結果、既往歴として収集している情報は、現在罹患している疾病が92,4%、過去に罹患した疾病が93.5%、服薬歴が49.5%、家族歴が31.3%、喫煙歴が77.7%であった。情報の活用目的は、就業上の措置が49.3%、保健指導対象者選定が56.3%、疾病把握が63.9%であった。また、既往歴収集の際に、健診機関作成の疾病分類表を利用している例が66.3%、自社作成の疾病分類表を利用している例が24.7%であった。また作業内容と疾患を考慮して判断している既往歴の情報を就業上の措置に利用した事例の作業内容は、①クレーン操作や社用車運転などの運転業務②交替勤務③高所や暑熱といった危険環境での作業④粉じんや有機溶剤などの有害物取り扱い⑤その他に分類された。情報の取り扱いにおいて、回答者の6.5％の事業所において管理職（上司）、また26.5％の事業所において人事労務部が取り扱っている実態であった。
「既往歴の聴取に関するガイド」の骨格を検討し、盛り込むべき内容を抽出することを目的として、統括産業医グループのインタビューと法律家からの意見聴取を行い、概念整理と情報の取り扱いについての留意事項を抽出した。統括産業医グループのインタビューでは、既往歴の利用目的として３つ「安全配慮」、「合理的配慮」、「健康管理」が挙げられた。必要性は、「すべての労働者に必須」、「特定の危険有害作業等がある労働者に必須のもの」、「自己申告出来る機会の提供」に整理されると考えられた。法律家からの意見聴取では、健康情報の収集として、「収集する必要はない情報」、「収集すべきでない情報」と考えられる条件がまとめられた。
　以上の結果に基づき、今年度は３年目の研究を行った。
B．方法
　３年の研究期間の３年目として、各項目について、以下の検討を行った。

１．「有所見の基準」

①
コンセンサス調査
産業医経験3年以上のもの171名に参加を依頼した。WEB入力システムを利用した自記式調査票で、「有所見」として「臨床ガイドライン等に基づく基準」として各診療ガイドラインや人間ドック学会で示されている判定値を提示したうえで適切な数値について入力を求めた。また、「医師の指示」については「本人が自らの健康管理のために、医療機関を受診すべき基準」とし産業医として適切に思う数値の入力を求めた。

コンセンサス形成法として、デルファイ法を用い、３回の調査を繰り返し、最頻値の集積が50％を超えた項目についてコンセンサスが得られた項目と定義した。ただし、アンケート入力システムの不具合があり尿糖、尿蛋白の「医師の指示」については2回の調査で終了した。
②分布調査
全国労働衛生機関連合会を通じて得られた2011年度、2012年度、2013年度、2014年度の勤労者の定期健康診断成績を用いた。デルファイ法を用いたコンセンサス調査の結果の判定基準を参考にして、有所見者数、有所見率、医師の指示人数、医師の指示率、就業配慮検討対象人数、就業配慮検討対象率を求めた。更に、最も対象者数が多かった2013年度のデータを用いて定期健康診断結果報告書における有所見者数の算出の区分に従い、1000Hz聴力、4000Hz聴力、血圧、貧血検査、肝機能検査、血中脂質検査、血糖検査、としての有所見者数、有所見率を求めた。
２．「特定業務従事者健診の対象業務」
①概念整理
企業の統括産業医もしくは統括産業医経験のある11名に対して、約1時間30分のフォーカスグループインタビューを実施した。インタビュー調査を実施した。

②コンセンサス調査
　これまでの研究結果で明らかになった問題点を踏まえ、研究班で、特定業務従事者健康診断の望ましいあり方に関して検討を行い、項目案を作成した。そのうえで、日本産業衛生学会の産業医部会に所属する医師1360名を対象に自記式アンケート調査を実施した。アンケート項目は、三つの項目案に対する賛否（項目1「45条健診の対象業務の一部を含む有害要因の曝露業務については特殊健診に一本化する。」、項目２「45条健診の対象業務のなかで深夜業など身体負荷の高い業務は、一般健診でメインのターゲットとしている脳心疾患等と関連性があるため、従来通りの方法で年2回の45条健診として実施する。」、項目3「高所作業や運転業務など、作業者の能力を問う『職務適性の評価』が特に必要な業務に対する健康診断の位置づけを明確にして、既往歴や服薬歴の充実や健診項目を追加した健康診断を行う。」）、および45条健診の望ましい対象業務とした。
３．「既往歴の聴取」

①インタビュー調査およびガイド作成
前年までの研究結果をもとに「既往歴の情報収集取り扱い規程作成ガイド」案を作成した。作成した案を提示し、機縁法によって集めた医師から①修正すべき箇所、②追加すべき箇所について意見を収集し、その内容を参考にガイドを完成させた。
C．結果
１．「有所見の基準」

①コンセンサス調査

　聴取した項目は、聴力（1000Hz、4000Hz、血圧（収縮期、拡張期）、赤血球数（男性、女性）、Hb（男性、女性）、GOT(AST)、GPT(ALT)、γGTP、LDLコレステロール、HDLコレステロール、中性脂肪、総コレステロール、血糖（空腹時、随時）、HbA1c、クレアチニン、尿酸、尿糖、尿蛋白であり、このうちGPT(ALT)の有所見のみがコンセンサスが得られなかったがほかの項目はすべてコンセンサスが得られた。
②分布調査

用いた検査値の年度によって一部順位は変わるが、男性では、LDLコレステロール、中性脂肪の有所見率が25％を超えており、最も高かった。それ以降、尿酸、収縮期血圧、血糖、4000Hz聴力の有所見率が高かった。女性では、LDLコレステロールの有所見率が20％を超えており最も高かった。それ以降、血色素量の有所見率が18から19％であり、それ以外に10％を超えるものはなかった。

医師の指示率では、男性では4000Hz聴力が10％を超えており、以降、血糖、HbA1c、LDLコレステロール、血圧の順であり、それぞれ3から5％であった。女性では、LDLコレステロールが4％程度、血色素量が3％程度であった。

就業配慮検討率については、判定基準が設定されているのは、血圧、血色素量、ALT、血糖、HbA1c、クレアチニンだけであったので、これらについて検討した。就業配慮検討率が最も高いのは、男性では血糖であり、1.2から1.4％であった。女性では、いずれも0.5％未満であった。

画像診断である胸部エックス線検査、心電図検査、対象者が少ない喀痰検査を除き、定期健康診断結果報告書の区分に従う有所見者率を検討したところ、男性では、血中脂質の有所見率は47％と一番高かった、次いで血圧25％、肝機能検査22％であった。女性でも、血中脂質検査の有所見率が29％と最も高かった。次いで、貧血検査16％、血圧13％であった。その結果、所見のあった者は、男性で71％、女性で53％となった。
２．「特定業務従事者健診の対象業務」

①概念整理

現在の特定業務従事者健診の問題点のとして、特殊健康診断と重複して実施する業務が存在するとの意見が多かった。また、特定業務従事者健診の対象業務を示した労働安全衛生規則第13条第1項第3号（ヲ）の「これらに準ずる物質」として、エチレンオキシドとホルムアルデヒドがあるが、これらの物質は、適切な健診項目が存在していなくても、本来特殊健康診断の一環として、ばく露量の推定を行うべきであるとの意見が多かった。特殊健診との関係で、現行の特定業務従事者健診の制度が誤って運用されている可能性も指摘された。

　特定業務従事者健診の実施実態について、実際に健診をしている業務は深夜業との意見が多かった。特定業務従事者健康診断の対象業務に関する数値基準は、昭和23年8月12日付け基発第1178号などで定められているが、深夜業以外でこれらの基準を知っている産業医はほとんどいなかった。

特定業務従事者健診の対象業務として、
まず、深夜業務のように負荷の大きな業務と有害物取扱い業務に分けて考えた方が良いとの意見が多かった。また、深夜業務など負荷の大きな業務として、移動時間や拘束時間が長い乗務が挙げられた。有害物取扱い業務に関しては、有害性の高い業務や対象者が多い業務が望ましいとの意見があった。基本的にこれらの業務は、標的臓器に合わせて健診項目を設定している特殊健康診断を実施して、特定業務従事者健診の対象外とすることが望ましいとの意見が多かった。

　特定業務従事者健診のあり方とそれを考える際の注意点について、健診の実施だけでなくその後の対応の重要性や、健診実施はリスクに応じて検討するべきだとの意見があった。

②コンセンサス調査

269名の有効回答（有効回答率19.8%）を得た。平均産業医経験は13±11年であった。特定業務従事者健診の実施基準を示した通達について、深夜業のみ利用しているとの回答が81名（30.1%）と最多であり、全く利用していないまたはあまり利用していないとの回答は67名（25.0%）であった。
提案１、2、3について、賛成またはどちらかといえば賛成との回答した産業医はそれぞれ254名（97.3%）、228名（87.4%）、235名（90.1%）であった。
３．「既往歴の聴取」

①インタビュー調査およびガイド作成

14名の参加者を得て、意見を聴取した。その結果を踏まえ、「既往歴聴取の目的の健康増進に関しての記述を増やす」、「43条健診について記述する」、「問診票の例示として3パターンを示す」、「情報の取り扱い方についての記述を増やす」等の改善を行い、“既往歴の情報収集取り扱い規程作成ガイド”を作成した。
D.　考察
１．「有所見の基準」
「所見のあった者」のコンセンサスは、検査値の異常値の上限（または下限）が選択される傾向にあった。医師の指示は受診勧奨レベルが適切であるという産業医が多く、産業医にとって自社のベンチマークを知るために適切であると思われる数値と、通常の検査異常値には乖離があることが判明した。医師の指示はいわば保健指導を含めた産業が考える面談実施基準であるともいえる。「医師の指示」について、高齢者医療確保法の特定保健指導のカットオフ値とはずいぶん乖離が存在する。職務適正をベースとする産業保健活動の保健指導と、個人の健康管理の支援のみを目的とした特定保健指導について、それぞれ目的が違うのでカットオフ値に違いがあるものと考えられる。今後、特定健康診査と定期健康診断を有意義に実施するためには、医師の指示レベルについては産業保健職が対応し、特定健康診査カットオフ値以上のものは特定保健指導で実施するなどの工夫を行うことで、両者の連携がなされることが期待されると考えられた。

次に、デルファイ法によって得られた判定基準を、労働衛生機関にて実施された定期健康診断成績を用いて、有所見率、医師の指示率等を算出し、スクリーニングとして実用的な基準となっているかを検討した結果、高脂血症、高血糖、高血圧、貧血に関する検査の有所見率は高くなっており、我が国における有病率の高い疾患が健康管理対象としてスクリーニングされる基準が示されていると考えられる。このような判断基準が産業保健領域において共有されることとなれば、健康診断が事業場間などで健康管理状況を比較しうる指標として活用が可能となることが期待できる。また、項目ごとの判定基準については、スクリーニングという目的に合致していると考えられたが、検査の区分でみた場合に、男性の血中脂質検査の有所見率は47％となるなど、組み合わせによって、有所見率の膨張が認められた。更に、「所見のあった者」は男性で71％、女性でも53％となっており、個々の健診項目だけでなく、総合的に評価することをもって判定すること、またそのための判断基準を明らかにしていくことが必要と考えられる。
２．「特定業務従事者健診の対象業務」
統括産業医を対象にインタビューを実施した結果、特定業務従事者健診の実施対象となる数値基準は深夜業以外ではほとんど利用されていなかった。現在の特定業務従事者健診の対象業務は、深夜業など身体負荷の高い業務と、有害物取扱い業務に大きく分類し、前者の業務は、これまでと同様の健康診断を実施し、後者は特殊健康診断のみ実施した方がよいとの意見が多かった。
３年間の研究結果をもとに作成した今後のあり方に関する項目案に対して、アンケートに回答した多くの産業医に支持された。その内容は、項目１「特定業務従事者健診の対象業務の一部を含む有害要因の曝露業務については特殊健診に一本化することが望ましい。（標的臓器が明確でない要因については、曝露の推定を中心とした特殊健診を行う。）項目２「特定業務従事者健診の対象業務のなかで、深夜業など身体負荷の高い業務は一般健診でメインのターゲットとしている脳心疾患等と関連性があるため、従来通りの方法で年2回の特定業務従事者健診として実施することが望ましい。」項目３「高所作業や運転業務など、作業者の能力を問う『職務適性の評価』が特に必要な業務に対する健康診断の位置づけを明確にして、既往歴や服薬歴の充実や健診項目を追加した健康診断を行うことが望ましい」とした。
３．「既往歴の聴取」
作成されたガイドでは、既往歴という機微な個人情報を収集するという観点で、不必要な健康情報を収集せず、収集した情報も適切に取り扱う必要があることを基本とし、不必要な健康健康情報を整理した。具体的には、下記の①と②の2要件を満たした場合、収集する必要はない情報であり、①と②と③の要件も満たした場合収集すべきでない情報と考えられる。
① 健康状態と業務の適合に下記に挙げられるリスクがないと考えられること

a.　その健康状態であると求められている業務を遂行できないこと

b.　その健康状態であると業務を遂行できず、本人や他者の安全を脅かす可能性があること

c.　当該業務を従事することで、その健康状態が悪化する可能性があること

② その健康状態であることを事業者が知りえた場合、業務の適合を高めるための措置がとれないこと

③ その健康状態である情報が一般的に知られたくない、もしくは偏見を生じる可能性がある健康状態であること
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